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地域未来投資促進法の概要

地域未来投資促進法は特定の分野で地域の特性を生かして、高い付加価値を創出し、地域
の事業者に対する相当の経済的効果を及ぼす牽引事業を促進することが目的です

地域未来投資
促進法とは

「地域未来投資促進法」は、地域の特性を生かして、高い付加価値を創出し、地域の事業者に対する相当の経済的効果を及
ぼす「地域経済牽引事業」を促進することを目的とする法律

出所：経済産業省地域経済産業グループ「地域未来投資促進法について」2020年1月、meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/file/miraitoushi-gaiyou.pdf（2022年6月22日アクセス）

https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/file/miraitoushi-gaiyou.pdf
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第2回ワークショップの位置づけ

第2回ワークショップでは、促進分野における目指す姿と地域を牽引する事業について議論
します

時期

第1回

令和4年6月24日

第2回

令和4年8月4日

第3回

WSの
ゴール

【論点①】
RESAS等の分析を通じて
促進分野、地域特性を

明らかにする

【論点②】
促進分野における目指す姿と
地域を牽引する事業を明らか

にする

【論点③】
牽引事業の経済効果を

明らかにする

WS
コンテンツ
（案）

▶ RESASおよび統計情報による
地域課題分析結果の共有
【主な分析テーマ】

▶ 地域経済循環、人口、観光、
産業、まちづくり

▶ 分析を見据えた地域特性の議
論

▶ 第1回WSで選定した地域特
性におけるあるべき姿（案）
の共有

▶ あるべき姿を実現する上で必
要な事業について議論

▶ 第1、2回の総括および、事業
の経済効果の報告

議会
調整

令和4年9月7日
9月
以降

牽引事業において何の地域特性を活
用するか明らかにする（要件1）

基本計画
（承認要
件）との
関係性

牽引事業がどれだけの付加価値を生み
出すのか明らかにする（要件2）

売上、雇用数のいずれかにおいてどれだけの経
済的効果が見込まれるか明らかにする

（要件3）
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促進分野における目指す姿および地域牽引事業は、宜野湾市の内部環境だけでなく、顧客・
周辺自治体、連携企業等の外部環境も踏まえて本ワークショップで議論します

地域牽引事業検討の方向性

P
政治的要因
▶ 国際緊張
▶ コロナ禍政策

E
経済的要因
▶ レジャー・
外食消費減

▶ 巣ごもり需要増

S
社会的要因
▶ 新しい生活様式
▶ 多様な働き方
▶ 家族、友人との
集い増

T
技術的要因
▶ AI活用普及
▶ 非接触型
ITサービスの普及

Collaborator
協力自治体、連携企業

City
宜野湾市

強み
▶ 沖縄の玄関口である那覇からの近さ
▶ 県内有数のコンベンション施設、
オーシャンリゾートエリア

▶ スポーツコンベンション誘致

弱み
▶ 通過型観光が多く、
市内滞在時間が短い

▶ 市内の回遊性に課題

３C
（ミクロ環境）

Customer
住民・観光客機会

▶ テレワーク、ワーケーション、
２拠点生活等の新たな滞在需要

▶ コロナ禍明けリバウンドによる
短期観光の急増

脅威
▶ 国際緊張による入国者減
▶ コロナ禍長期化
→短期観光への影響大

機会
▶ 北谷町、浦添市と共同での
西海岸地区開発

▶ 基地関連施設の返還・開発

①

PEST
（マクロ環境）

促進分野

地域特性

促進分野における
目指す姿、牽引事業

本ワークショップで議論

外部環境

内部環境
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観光分野はワーケーション等の中長期滞在の地として選ばれること、情報分野は高付加価値
の企業・人材の集積及び地場産業との連携による付加価値向上、が目指す姿と考えられます

促進分野の目指す姿（案）

弱み
▶ 情報通信業の稼ぐ力が弱い

機会
〈観光業〉
▶ インバウンドおよび国内観光ニーズの回復の兆し
▶ ワーケーション、2拠点生活等の新たな滞在需要
▶ 北谷町、浦添市と共同での西海岸地区開発
〈情報通信業〉
▶ デジタルシフトに伴うIT需要の高まり

脅威

強み
〈観光業〉
▶ 暮らしやすさ（人口増・昼間人口が多い、
日常生活の利便性）

▶ 大都市（那覇、浦添）に隣接している
地理的利便性

▶ 観光資源（西海岸、コンベンションセン
ター）

〈情報通信業〉
▶ 情報通信事業所数・人材の多さ
▶ 情報系専攻の学生（琉球大学、沖縄
国際大学）の存在

差別化戦略積極戦略

撤退戦略

改善戦略

観光分野における
目指す姿

暮らしやすさ・自地域および
周辺自治体の観光資源を生かしてワー

ケーション等の中長期滞在の
地として選ばれる

情報分野における
目指す姿

高付加価値の情報通信企業・人材の
集積および地場産業との連携による

付加価値の向上

内
部
環
境

外部環境

相互に連携

ワーケーション、2拠点生活中長
期滞在者として高付加価値の
情報通信産業人材を積極的
に誘致
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周辺自治体の状況（外部環境）を踏まえると、宜野湾市は中長期滞在（生活、ビジネス）
の拠点として位置付けることができます

宜野湾市のポジショニング

短期滞在 中～長期滞在

宜野湾市訪問者の滞在期間

滞
在
に
求
め
る
も
の

観
光

生
活
、
ビ
ジ
ネ
ス

周辺自治体から中長期滞
在者のニーズを取り込み

宜野湾市

土日、祝日には

周辺自治体の観光地に滞在

浦添市、
北谷町
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観光業、情報通信業の取り組みを連携させることで、より効果的に目指す姿を実現できると考
えます

目指す姿実現に向けたロードマップ（案）

高付加価値の情報通信企業・人材
の集積および地場産業との連携によ

る付加価値の向上

短期 中期～長期

これから成長が見込まれる
情報通信業企業向けに

ワーケーション、2拠点生活を
誘致

サテライトオフィス
および

企業（本社）の
誘致

目指す姿

情報通信業×
地場産業との連携

IT就学人材の獲得
（地元就職）

情報
通信業

観光関連
産業

連携 連携

暮らしやすさ・自地域および
周辺自治体の観光資源を生かして
ワーケーション等の中長期滞在の

地として選ばれる

長期滞在できる
ワーケーション等の拠点整備
（情報通信業に注力）およ

びプロモーション

長期滞在の拠点整備（他業界へ拡大）
周辺自治体との連携



EY |  Building a better working world

EYは、「Building a better working world ～より良い社会の

構築を目指して」をパーパス（存在意義）としています。クライ

アント、人々、そして社会のために長期的価値を創出し、資本

市場における信頼の構築に貢献します。

150カ国以上に展開するEYのチームは、データとテクノロジーの

実現により信頼を提供し、クライアントの成長、変革および事業を

支援します。

アシュアランス、コンサルティング、法務、ストラテジー、税務および

トランザクションの全サービスを通して、世界が直面する複雑な

問題に対し優れた課題提起（better question）をすることで、

新たな解決策を導きます。

EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドのグローバルネットワークで

あり、単体、もしくは複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは法的に独立

した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミテッドは、英国の保証有限

責任会社であり、顧客サービスは提供していません。EYによる個人情報の取得・

利用の方法や、データ保護に関する法令により個人情報の主体が有する権利に

ついては、ey.com/privacyをご確認ください。EYのメンバーファームは、現地の

法令により禁止されている場合、法務サービスを提供することはありません。EYに

ついて詳しくは、ey.comをご覧ください。

EYのコンサルティングサービスについて

EYのコンサルティングサービスは、人、テクノロジー、イノベーションの力でビジネスを変革し、

より良い社会を構築していきます。私たちは、変革、すなわちトランスフォーメーションの

領域で世界トップクラスのコンサルタントになることを目指しています。7万人を超えるEYの

コンサルタントは、その多様性とスキルを生かして、人を中心に据え（humans@center）、

迅速にテクノロジーを実用化し（technology@speed）、大規模にイノベーションを

推進し（innovation@scale）、クライアントのトランスフォーメーションを支援します。これらの

変革を推進することにより、人、クライアント、社会にとっての長期的価値を創造して

いきます。詳しくはey.com/ja_jp/consultingをご覧ください。
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